調査の概要

（調査の目的）

　福井県における15歳以上の者の就業および不就業の状態を明らかにし、県の雇用施策のための基礎資料を得ることを目的とする。
（調査の方法）
　　対象…県内の全世帯の中から層化二段抽出法により選定した55調査区、

　　　　　約825世帯に居住する15歳以上の者
　　期日…毎月月末１週間の就業状態
　　方法…調査区に調査員が調査票を配布し、翌月上旬に取集
　　内容…就業、不就業の状態、従業上の地位、求職理由

　　　　　非正規雇用者・高年齢者雇用者の実態（平成18年7月～）
　　集計…県調査分に総務省労働力調査分（約25調査区・約375世帯）を

　　　　　合わせた集計結果を年平均化した。
（利用上の注意）
　・　本調査は、完全失業率を一定の誤差の範囲で求めることを基本として調査設計

　　しており、個々の項目については標本数の制約上、数値の変動が実際の数字以上

　　に大きくなる場合がある。

· フリーターおよび非正規、高年齢者雇用に関する調査については、県調査分を

独自集計している。

· フリーターの全国値は、総務省統計局の「労働力調査」による。

· 総数は分類不能または不詳数を含むため、内訳の合計とは必ずしも一致しない。　 　

また、表示桁未満の位での四捨五入であるため、総数と内訳の合計が一致しない

　　場合がある。
　・　統計表中「0」は、数値が表章単位に満たないもの、「－」は該当数値がない

　　ことを示す。
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【モデル推計値の公表について】

　　　労働力調査では都道府県別の完全失業率等については標本数が少ないことから精度上の問題があるため、時系列回帰モデルという統計的な手法により精度を向上させたものをモデル推計値として、平成18年第1四半期分から公表を始めました。そのため、県では平成18年の第3四半期分から労働状況調査に基づく完全失業率等の公表を取り止めました。
用語の説明
＜就業状態＞　15歳以上人口について、調査週間中の活動状態に基づいて次のように区分し
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　　　　　　　ている。
１５歳以上人口　：調査月の末日（ただし12月は26日）現在の満年齢でとらえている。
労働力人口　　：15歳以上の人口のうち、就業者と完全失業者を合わせたもの。
就業者　　　　：従業者と休業者を合わせたもの。
従業者　　　　：調査週間中に賃金、給料、諸手当、内職収入などの収入を伴う仕事（以下

　　　　　　　　「仕事」という。）を1時間以上した者。なお、家族従業者は、無給であっ

　　　　　　　　ても仕事をしたとする。
休業者　　　　：仕事を持ちながら、調査週間中に少しも仕事をしなかった者のうち，
　　　　　　　　1)　雇用者で、給料、賃金の支払いを受けている者又は受けることになっ　

　　　　　　　　ている者
　　　　　　　　2)　自営業主で、自分の経営する事業を持ったままで、その仕事を休み始

　　　　　　　　めてから30日にならない者
完全失業者　　：次の3つの条件を満たす者
　　　　　　　　1)　仕事がなくて調査週間中に少しも仕事をしなかった（就業者ではない）。
　　　　　　　　2)　仕事があればすぐ就くことができる。
　　　　　　　　3)　調査週間中に、仕事を探す活動や事業を始める準備をしていた。
　　　　　　　　　なお、仕事を探し始めた理由（求職理由）によって、完全失業者を次の

　　　　　　　　ように区分している。
　　　　　　　　　定年等　　：定年や雇用期間の満了による離職失業者
　　　　　　　　　勤め先都合：勤め先や事業の都合（倒産・人員整理等）による離職失業者

　　　　　　　　　自己都合　：自分又は家族の都合による離職失業者
　　　　　　　　　学卒未就職：学校を卒業して仕事に就くため、新たに仕事を探し始めた者

　　　　　　　　　新たに収入が必要：収入を得る必要が生じたために、新たに仕事を探し始

　　　　　　　　　　　　　　　めた者
　　　　　　　　　その他　　：上記のどれにもあてはまらない者で、新たに仕事を探し始

　　　　　　　　　　　　　　　めた者

非労働力人口　　：15歳以上の人口のうち、就業者と完全失業者以外の者
産業　　　　　：従事した仕事の事業所の事業の種類を、日本標準産業分類（平成14年10
　　　　　　　　月改訂）に基づいて分類

労働力人口比率：15歳以上人口に占める労働力人口の割合
就業率　　　　　　 ：15歳以上人口に占める就業者の割合
完全失業率　　：労働力人口に占める完全失業者の割合
＜従業上の地位＞就業者を次のように区分している。

自営業主　：個人経営の事業を営んでいる者（雇い人ありおよび雇い人なし）
家族従業者：自営業主の家族で、その自営業主の営む事業に従事している者
雇用者　 　：会社、団体、官公庁又は自営業主や個人家庭に雇われて給料、賃金を得ている

　　　　　　者及び会社、団体の役員
常雇　　　：役員と一般常雇を合わせたもの。
役員　　　：会社、団体、公社などの役員（会社組織になっている商店などの経営者を含む。）
一般常雇　：1年を超える又は雇用期間を定めない契約で雇われている者で｢役員｣以外の者
臨時雇　　：1か月以上1年以内の期間を定めて雇われている者
日雇　　　：日々又は1か月未満の契約で雇われている者

＜雇用形態＞

　会社・団体等の役員を除く雇用者については、勤め先での呼称によって、「正規の職員・従業員」、「パ－ト・アルバイト」、「労働者派遣事業所の派遣社員」、「契約社員・嘱託」、「その他」の5つに区分している。

正規の職員・従業員　：勤め先で「一般職員」あるいは「正社員」と呼ばれている雇用者
　　　パート・アルバイト　：就業時間や日数に関係なく、勤務先でパートタイマー、アルバイ

トまたはそれらに近い名称で呼ばれている雇用者

　　　　労働者派遣事業所の　：労働者派遣法に基づく労働者派遣事業所に雇用され、そこから派

派遣社員　　遣される雇用者

　　　契約社員・嘱託　　　：専門的職種に従事させることを目的に契約に基づき雇用され、雇

用期間の定めのある雇用者、または、労働条件や契約期間に関係なく、勤め先で「嘱託職員」またはそれに近い名称で呼ばれている雇用者

　　　　その他　　　　　　　：非正規の職員・従業員で、上記以外の名称で呼ばれている雇用者
＜フリーター＞

フリーター　：年齢15～34歳層、既卒者で、①現在就業している者については勤め先における呼称が「アルバイト」または「パート」である雇用者、②現在失業の者については家事も通学もしておらず「アルバイト・パート」の仕事を希望する者

　　　　　 （女性については未婚の者とする。）〔非労働力人口分は含んでいない。〕
フリーター数（全国）：総務省統計局「労働力調査（詳細調査）」から集計
フリーター率：フリーター数÷若年労働力人口

　　　　　（全国のフリーター率については、上記のフリーター数（全国）を総務省労働力

調査「15～34歳労働力人口」で除したものを参考値として示した。）

若年層　　　：15～34歳
－ 33 －
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